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１．研究の背景と目的 

（１）背景・目的 

文化的景観保護 1)制度の開始から12年が経過し，全国で重要文

化的景観に50件が選定され，その数は着実に増加している。文化

的景観は住民をはじめとする地域の個人や組織の長年にわたる地

域への働きかけによって，その価値が形成されてきたものである。

そのため，その保全活用を進めるためには住民の参加を基本とす

る地域における推進体制が必要となる 2)。 
美しい国づくり政策大綱や景観法ほかに示されるように景観形

成は地域住民の意向把握や意識醸成等にはじまり，地域のまちづ

くりの熟度やコンセンサスの程度に応じながら，時間をかけた地

道な取り組みが求められることが一般的である。しかし重要文化

的景観の選定にあたっては，文化的景観の構成要素に関する調査

実施，住民の景観認知の把握，そして保全活用の体制確立が必要

となるため，滋賀県高島市の 2 選定地区における取組を比較した

松本ら 3）の研究にも示されるように，選定に向けた取り組み開始

以前からのまちづくりの推進や活動組織の支援，景観保全の実績

がある地域と比べ，文化的景観保存計画策定開始時点でこれらの

活動実績が十分でない場合には，計画書作成のための調査と平行

して，選定までの短期間での住民活動組織を中心とした地域のま

ちづくり推進が課題になると想定される。 
さらに文化的景観保護制度は地域の状況に応じた保護方策を講

じられる自由度の高い制度である一方で，選定されることだけで

はなく，その後の地域における取り組みの重要性を文化庁担当者

も指摘しているように 4），選定後の保存活用にあたって実効性の

ある体制の構築が重要となる。文化庁も重要文化的景観の選定申

出にあたり，平成17 年3 月文部科学省令｢重要文化的景観に係る

選定及び届出等に関する規則｣第1条第2項第5号に基づき｢文化

的景観を保存するために必要な体制に関する事項」の保存計画へ

の記載を義務づけ，体制構築を重要視している。しかし，自治体が

計画書に記載した保存体制に地域の住民組織をどのように位置づ

けたのか，さらに選定後に計画通りの体制が構築され，またそれ

が十分に機能しているのかは明らかになっていない。 
また上述の高島市では選定後の保存活用推進にあたり過去の実

績を有する組織の存在が重要であったことが明らかとなっている

ように 5），保存体制構築にあたり計画策定開始前からの景観保全

やまちづくりの実績を有する自治体は，既存活動組織をベースと

した体制を構築できるが，過去の実績が十分でなく，核となる組

織が存在しない場合には，実効性のある体制構築および景観保全

ほかの活動推進が困難になることも予想される。さらにその課題

は，農林水産業と深く関係する文化的景観の特性から，地方部の

自治体での顕在化が予想されるが，こうした過去の実績に乏しい

自治体における選定後の保存体制構築の手法は確立されていない。 
重要文化的景観選定地区の保存体制や活動組織に関する研究は，

坂本ら 6)が地元組織の主体性や地域活性化との連動の必要性を，

上述の松本らの研究 7)は選定前後の地域での取り組みが住民の価

値認識や活動意欲に与える影響を明らかにしているが，地元組織

だけではなく地域内外の各種組織とで構成される保存体制の構築

およびその有効性は検証されていない。また大堂ら 8)が自治体と

連携活動を実施する組織を対象に，自治体の支援内容や保存のた

めの課題を明らかにしているが，その他選定地区の状況や，計画

書記載の保存体制とそれらを構成する活動組織の実態は明らかに

されていない。 
そこで本研究では重要文化的景観の選定申出にあたって保存計

画への記載が義務づけられる｢文化的景観を保存するために必要

な体制」を分析対象とする。計画書の該当箇所には，景観保全や生

業継承などを推進する地縁組織や地域内外のその他組織からなる

体制(以下，保存体制という)を記載する必要がある。この保存体制

構築に対する自治体担当部署の考え方や，選定後の実際の保存体

制および住民活動組織の現状と課題を，保存計画策定開始前まで

の保全活用に関する取り組みの進展度との関係から分析すること

で，選定後の住民活動組織を巻き込んだ保存体制構築のための自
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治体の支援の在り方や課題を明らかにすることを目的とする。 
（２）研究の方法 

本研究は2015年12月時点で，文部科学大臣により選定されて

いる重要文化的景観のうち，選定から日が浅い2015年10月以降

の選定地区を除いた地区を有する43自治体を対象とした(表－1)。
各自治体から文化的景観保存計画書を入手し，｢文化的景観を保存

するために必要な体制｣に関する記載事項を分析した。 
さらに自治体の保存体制に関する考え方や，保存体制の項目に

記載された組織の特徴と活動状況を把握するため，自治体担当部

署に対するアンケート調査を実施した。調査票は郵送またはEメ

ールにより配布･回収し，適宜電話調査により回答を補足した。回

収数は39自治体(回収率89.4％)であった。調査項目は，計画策定

動機，策定開始前の地域づくり，選定効果，保存体制構築の考え方，

現状の保存体制等である。なお複数の選定地区が存在する自治体

では，初回選定時の計画策定他の取り組みが 2 件目以降の選定に

影響すると考え，各自治体の初回選定地区のみを対象に分析した。 
 

表－1 アンケート調査の概要 
項 目 アンケート調査の概要 

調査対象 
2015年10月1日時点での重要文化的景観選定地区を有する43自治体の文
化的景観担当部署(体制により一部別部署が回答した場合もある)。行政区
域内に複数の選定地区を有する場合は初回選定地区のみを対象。 

配布期間 2015年11月10日～11月18日 
配布方法 郵送またはEメールでの送付 
回収期間 2015年11月19日～2016年1月18日 
回収方法 郵送またはEメールによる返信 
回収数 39自治体，回収率89.4% 

調査項目 
計画策定動機，策定開始前の地域づくりの実績，重要文化的景観選定効
果，保存体制構築の考え方，現状の保存体制 ほか 

回答 
自治体 

一関市，平取町，宇和島市，高島市，遠野市，日田市，唐津市，山都町，宇
治市，四万十市，梼原町，四万十町，津野町，金沢市，千曲市，平戸市，上
勝町，豊後高田市，小値賀町，天草市，板倉町，佐渡市，佐世保市，五島
市，新上五島町，長崎市，別府市，泉佐野市，有田川町，日南市，大江町，
長浜市，岐阜市，米原市，宮津市，朝来市，奥出雲町，飯山市，宇城市 

 

 
図－1 保存計画策定開始前の取組(行政区域全体,複数回答) 

２．選定自治体の基本情報 

（１）文化的景観保存計画策定開始前の取り組み 

計画策定開始前に，選定区域外を含めた行政区域内で自治体が

実施または支援を行った地域づくりの取り組みを尋ねた(図－1)。
有形の文化財保存が 76.9％，祭礼や芸能などの無形の文化財保存

が 79.5％と多く，文化的景観以外の文化財保存の取り組みが各自

治体で多く行われていた。次いで地域コミュニティの活性化に取

り組んでいた自治体が 69.2％と多く，また文化的景観との関連が

大きい農林業や地場産業活性化の取り組みが66.7％と多い。 
これらの保存計画策定開始前の自治体の取り組み内容の違いか

ら選定地区を有する自治体を類型化した。景観・自然環境保全の

ための具体的な取り組みを進めてきた「伝統的まちなみの保存整

備」または「緑地や河川など自然環境保全」を回答した自治体をA
群(保全取組型,N=20)，その他の自治体のうち，地域のまちづくり

支援を行っている｢地域主体のまちづくり支援のための助成金・補

助金制度」，「地域主体のまちづくり支援のためのアドバイザー派

遣制度(職員，コンサル派遣など)」，「地域おこし協力隊(総務省)｣や
｢田舎で働き隊(農林水産省)｣などの外部人材受入制度の活用」を回

答した自治体を B 群(地域支援型,N=10)，そしてA,B 群ともに該

当せず，過去に目立った地域づくりの取り組みを実施してこなか

った自治体をC群(新規取組型,N=9)とした(図－2)。 
A 群は約半数を占め，自然環境保全や町並み保存のほか，計画

策定開始前から文化財保存(95.0％)，農林漁業の活性化(80.0％)，
地域コミュニティの活性化(75.0％)など文化的景観保存に繋がる

取り組みを多く実施しており，保全活用のある程度の実績があっ

た上に文化的景観保護制度を導入・活用しているといえる。 
B 群は景観・自然環境保全のための具体的な取り組みはあまり

実施していないが，地域のまちづくり支援を実施しているほか，

それを通じた地域コミュニティの活性化(90.0％)，農林業等の活性

化(70.0％)を行っており，文化的景観保存の担い手支援は選定前か

ら実施されてきたといえる。 
一方C群に関しては，文化財保存はある程度実施されているが，

その他項目への取り組みは少なく，文化的景観保存計画策定を機

に，景観保全や担い手支援等を開始することになったといえる。 
（２）選定地区を有する自治体の人口規模 

全体の53.8％にあたる21自治体は人口規模5万人以下であり，

そのうち 18 地区が重要文化的景観選定基準一(1)～(4)に該当する

農林漁業と密接に関係する特性を評価され選定を受けており，全

体の76.9％にあたる30自治体の人口密度は平成22年国勢調査全

国平均値より下回っていることからも，地方部の中小規模の自治

治体が取り組んでいることがうかがえる。一方，A群に属する自 
 

 
図－2 保存計画策定前の取り組み内容による類型化フロー 

 
表－2 選定までに要した期間（単位:月） 

 
内部での検討開始から国への選定申出まで 

 内部検討開始
-協議会開始 

法定協議会 
初回-最終回 

説明会・協議・
合意形成 

国(文化庁)との
協議期間 

全 体 43.4 14.2 29.5 26.4 38.4 
A群(保全取組型) 46.0 16.9 28.5 25.8 39.3 
B群(地域支援型) 34.1 12.6 24.0 25.3 32.5 
C群(新規取組型) 52.9 10.2 41.0 33.0 49.3 
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体の平均人口は 10 万人を越え，B,C 群よりも人口規模が大きい｡

また選定時期と人口規模との関係はみられない。 
（３）計画策定に要した期間 

選定に向けた検討の開始から国への選定申出までの期間を表－

2に示す。平均43.4ヶ月を要しているが，過去の地域づくりの実

績が少ないC群は52.9ヶ月と長く，特に計画策定のための法定協

議会や文化庁との協議に時間を要している。 
（４）重要文化的景観選定に向けた取り組み開始の目的 

選定に向けた取り組みの開始目的を図－3 に示す。文化的景観

としての地域環境の価値の明確化，次いで世界遺産登録に向けて

必要な資産の保護措置の確立，国選定文化財としての評価獲得が

多くなっている。A 群は上記の他に住民主体のまちづくりの推進

(44.4％)，市民の意識醸成(27.8％)を目的とする自治体もやや多く，

計画策定や文化財選定によるまちづくりの推進を指向している。

B,C群に関してはその他にあまり目立った傾向はみられない。 
 

３．保存計画策定および重要文化的景観選定の効果・課題 

（１）住民参加に関する課題 

保存計画策定時に自治体担当者が感じた住民参加に関する課題

を図－4に示す。類型にかかわらず多くの自治体(79.4％)が文化的

景観保存の必要性を伝えることに苦慮しており，従来の文化財や

景観の概念と異なり，文化財相互の有機的な関係性という目に見

えない要素も評価の対象となる概念の複雑さが，高島市の事例 9）

のように選定前の段階での概念および制度理解を難しくしている

と考えられる。次いで選定に伴う新たな規制やルールに対する抵

抗感が挙げられた(52.9％)。C群の50.0％は自治体担当部署が想定

した事業実施の担い手が見つからないことを感じていた。一方で

A 群の自治体の 44.4％は参加層の限定といった参加形態に対する

課題意識を持っており，まちづくりの段階はより進んだ状態にあ

ったことが裏付けられた。 
（２）重要文化的景観選定による効果 

保存計画策定など選定に向けた取り組みを通じた効果について

は，類型間の差はみられない。94.9％の自治体が歴史的・文化的資

源の総合的把握および新たな価値付けができたと認識している 

 
図－3 選定を目指した目的(複数回答,有意差なし10)) 

(図－5)。計画策定時には景観をはじめとする自然的・社会的環境

に関する多岐にわたる調査が必須であり，これらが地域資源の総

合的把握と価値明確化につながっている。そして 82.1％の自治体

は，住民がそれらの価値を再発見できたと感じており，保全活用

の主な担い手となる地域住民が，選定に向けた取り組みの中で地

域の価値を再認識できている。一方，住民の保全意識醸成を効果

として挙げる自治体は半数程度に留まり，選定後も引き続き保全

活用の取り組みへの参加を通じた保全意識醸成が求められている。 
（３）文化的景観保護制度に対する課題認識 
文化的景観保護制度に対する課題認識を図－6 に示す。類型に

かかわらず多くの自治体が保存体制構築の難しさを挙げている

(68.4％)ほか，住民との合意形成が困難(63.2％)と感じている。さ

らに住民主体のまちづくりの実績が乏しい場合には選定へのハー

ドルが高いと 26 自治体(68.4％)が感じており，そのうち 20 自治

体は保存体制構築が困難と回答していることからも，選定に向け

た取り組み開始前の地域のまちづくりの取り組み実績が十分でな

いことが，保存体制構築をより困難にしていると考えられる。 
 
４．重要文化的景観選定後の文化的景観の保存体制 

（１）文化的景観保存計画の保存体制の項目に記載された組織 

アンケート調査への回答があった39地区の保存計画に記載さ  

 
図－4 計画策定時に感じた住民参加に関する課題  

 
図－5 重要文化的景観選定による効果(有意差無し) 
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A:保全取組型,B:地域支援型,C:新規取組型 そう思う ややそう思う
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れている保存体制の項目から，組織名称が具体的に記載されてい

る組織を，選定後に設立予定の組織も含めて抽出した。29地区で

具体的な組織名称が確認でき，記載のある地区では平均6.1組織，

計164組織を特定できた。最大は別府市の27組織であり，組織数

は地区により差がみられる。一方10地区に関しては，具体的な名

称は全く記載されておらず，地域内外の組織の役割のみが記載さ

れたものなどが多くなっている。 
保存体制に記載された組織の選定にあたり重視した組織の要素

を尋ねた(図－7)。回答自治体の 61.8%が活動の積極性を，35.3％
が活動実績を挙げ，選定後の保全活用のための活動が確実に行わ

れることを期待している。A 群の自治体の多くは他類型では重視

していない活動の公益性を重視している(44.4%)。既に保全活用の

ための活動に取り組む組織が存在し，また第2章(4)に示したよう

に，選定を機に住民主体のまちづくり推進を目指す自治体が多い

ことからも，国選定文化財として価値付けられる景観の保存活用

の担い手として公的な計画に位置づけるにあたり，組織の活動が

特定の個人や組織のみではなく，広く地域のまちづくりに寄与す

るものであるかを考慮していると考えられる。 
 

 
図－6 文化的景観保護制度に対する課題認識（有意差無し） 
 

 
図－7 計画書の保存体制に組織を位置づける際の重視要素 

（２）選定後の文化的景観の保存体制と活動組織 

保存計画に記載された保存体制には具体的な組織名称の記載が

無い場合や，選定後の設立予定組織が記載されている場合など

様々である。そのため自治体担当部署に対して選定後実際に保全

活用のための活動実施を確認している組織を尋ねたところ，164
組織の34.7%にあたる57組織にとどまり，8地区に関しては0件

であった(図－8)。選定後間もなく，設立予定の組織が調査時点で

は設立されていない場合もあるが，保存体制の項目に記載された

組織の多くは，選定後の景観保全ほかの取り組みの担い手として

十分に役割を果たしていないといえる。 
一方，自治体担当部署が実質的に保全活用のための活動実施を

認識しながら，保存体制に具体的名称を記載しなかった組織を37
組織特定できた。そのうち計画策定開始後に新たに設立された組

織は12組織であり，残り25組織に関しては活動主体が漠然とし

ていたことなどを名称非記載の理由としている。奥出雲町のよう

に地域住民の気負いによる活動萎縮を懸念して記載しない事例な

ど，一部自治体では保全活用の担い手として期待しながらも，敢

えて保存計画に組織名称を記載しなかった自治体も確認できた。 
（３）文化的景観の保全活用に係わる組織の活動内容 

本節では実質的に文化的景観の保全活用に関わる組織の特徴を

分析するため，アンケート調査から保全活用のための活動実施を

確認できた94組織を分析の対象とした 11)。 
１）組織の基本情報 

94組織のうち自治会ほか地縁組織を母体とする組織が36組織，

任意団体が35組織を占めている。任意団体では地域住民以外の構

成員も多く，計画策定開始後に活動を開始した組織も 24.3％と地

縁組織を母体とする組織(8.3％)より多い。 
 

 

 
図－8 選定後の文化的景観の保存体制と活動組織 

 
表－3 保全活用に係わる組織の基本情報 

  
A：保全取組型 
(18自治体) 

B:地域支援型 
(8自治体) 

C:新規取組型 
(8自治体) 

活動組織数 52組織 22組織 20組織 
構成人数（中央値） 26.5人 32.0人 28.0人 

活動開始時期の特徴** 
（計画策定開始後の割合） 

7.7% 22.7% 35.0% 

地域住民の割合** 
（住民が半数以上を占める組織割合） 

42.0% 81.8% 60.0% 

組織 
形態 

地縁組織母体 46.2% 22.7% 35.0% 
任意団体 36.5% 45.5% 40.0% 
NPO法人 5.8% 9.1% 0.0% 
その他 11.5% 22.7% 25.0% 

 

 
図－9 保全活用に係わる組織の活動内容(活動開始時期別,複数回答) 
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各類型と組織形態の関係をみる(表－3)。組織形態の比率に類型

間の差はみられない。A 群の自治体では，計画策定開始後に活動

を開始した組織は7.7%と少なく，選定に向けた取り組みを開始す

る前から地域で活動していた組織が，選定後も保全活用のための

活動を担っていることがわかる。一方で，C群の自治体では35.0%，

B 群の自治体では 22.7%と計画策定開始後に新たに活動を開始し

た組織が比較的多い。またB,C群は組織構成員に占める地域住民

の割合がA群より高く，地域外居住者の参加が少ない状況にある。

実際，C 群では，地区内で 5 組織が活動するものの，そのうち 4
組織の構成員は共通の地元住民が兼務する状況にあり，活動の担

い手に偏りが生じている事例も確認できるなど，地域を中心とし

た保存体制が上手く機能しない場合には積極的な外部組織の導入

を検討する必要もあると考えられる。 
２）保全活用の活動に係わる組織の活動内容 

組織の活動内容を活動開始時期別に示す(図－9)。計画策定開始

前から活動している 78 組織は景観保存のための維持管理(39.7%)
や，普及啓発イベント(33.3%)，情報発信(31.8%)に取り組んでいる

組織が多い。一方，計画策定開始後に活動を開始した 16 組織は，

住民向けの普及啓発，勉強会や視察，ガイドによる案内，修景事業

などの実施割合が，策定開始前から活動する組織より高くなって

いる。選定に伴い地域に新たに導入される各種事業の担い手とな

ることで組織の活動内容が多方面に渡っている。 
（４）保存体制に記載した組織に期待した活動と選定後の成果 

計画書の保存体制の項目に記載した組織に期待した内容を複数

回答で尋ね，またそのうち現状で成果が現れている活動，現れて

いない活動を単一回答で尋ねた(図－10)。景観保全のための維持管

理への期待が 71.8％と最多であり，自治体だけではなく地域内外

の組織を保存の担い手として期待している。そして地域住民自身

による生活や産業の継承が求められる文化的景観の特性を反映し，

生業の継承や後継者育成(59.0%)，文化的景観の価値を活かしたブ

ランド開発(53.8%)への期待も高い。さらに，こうした住民の主体

的活動の促進に繋がる地域住民の普及啓発への期待も高い。 
選定後に実際に成果が現れていると自治体担当部署が感じてい

る活動は，景観保全のための維持管理，ブランド化などの地域資

源活用，普及啓発が多い。これらは計画策定時に期待された活動

であり，選定後に地域で活動の成果が現れている項目といえる。

しかし計画策定時に期待が高かった生業の継承や後継者育成に関

しては，多くの自治体が最も成果が現れていないと認識しており，

地域における将来の保全活用の担い手確保に関する課題は選定後

も引き続き継続している。 
（５）保存計画策定の取り組み開始後の活動体制の構築状況 

本節では選定後の実効性のある保存体制構築のために設立され

た新組織の特徴を分析する。 
１）保存計画策定の取り組み開始後に活動を開始した組織 

保存計画策定開始後に活動を開始した新組織が存在する地区は， 
 

 
図－10 計画策定時に活動組織に期待した活動と選定後の成果 

全体の 33.3％にあたる 13 地区と多くはなく，また類型間の差も

ない。13 地区の計 16 組織のうち，重要文化的景観選定までに活

動を開始した組織は 3 組織のみであり，その他多くは選定後に活

動を開始している(表－4)。また組織形態は任意団体が 9 組織，

NPO法人が1組織であり，必ずしも自治会等の地縁組織を中心と

するものだけではない。このことから前節(3)に示した活動の拡が

りに伴い，新たな活動の担い手として，旧来の地縁組織だけでは

十分に対応できない活動を地域内外の任意団体等が担っていると

考えられる。そして，16組織のうち9組織に関しては，自治体担

当部署が活動方針や体制作りの支援を行い，保存体制に位置づけ

た組織の設立やその活動の進展を支援している。 
２）保存計画の保存体制の項目に記載しながらも未設立の組織 

一方，計画策定時に組織が存在しなかったものの，選定後の設立

予定組織として保存体制の項目に記載された組織は 11 組織存在

する。そのうち現時点で未設立の組織が 6 自治体で 8 組織確認で

きた(表－5)。理由不明の2組織を除いた6組織のうち4組織は自

治会などの既存組織の活動が順調であり，文化的景観保存に特化

した組織の必要性を感じていないことが理由である。しかし，こ

れら既存組織の活動は限定的であり，各自治体が当初期待した後

継者育成などの課題への対応は十分とは言えず，保存体制の再構

築が今後必要となると想定される。 
（６）保全活用に係わる活動組織への支援内容 
保全活用に係わる組織に対しての自治体の支援内容を図－11に

示す。重要文化的景観選定後，自治体は重要な構成要素の修理・修

景や説明板設置ほかに活用できる文化庁の文化的景観保護推進国

庫補助を利用できる。この補助を活用した事業費支援が 54.4%の

組織に対して実施され最多であるが，文化的景観を対象とする数 
 
表－4 保存計画策定の取り組み開始後に活動を開始した組織 

類
型 

市町 名称※ 組織形態 
重文景
選定年 

組織活
動開始 

策定取
組開始 

方針体制

作り支援 

A
保
全
取
組
型 

高島 
海津･西浜・知内地域文化
的景観まちづくり協議会 

協議会・ 
連絡会 2008 2008 2006 ○ 

津野 
船戸活性化委員会「四万
十川源流点」 地縁組織 2009 2014 2007  

「維新の魁」虎太郎社中 任意団体 2009 2015 2007  
佐渡 笹川の景観を守る会 任意団体 2011 2010 2008 ○ 
宮津 - 地縁組織 2014 2015 2008 ○ 
朝来 かながせの人・まち・未来の会 任意団体 2014 2015 2008  

B
地
域
支
援
型 

五島 
久賀島まちづくり協議会 

協議会・ 
連絡会 2011 2014 2008 ○ 

久賀島ファーム 任意団体 2011 2014 2008 ○ 
久賀島体験交流協議会 任意団体 2011 2014 2008 ○ 

佐世保 黒島観光協会 NPO 法人 2011 2015 2008 ○ 
長浜 菅浦「惣村」の会 任意団体 2014 2014 2011  

C
新
規
取
組
型 

一関 骨寺村ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ運営協議会 任意団体 2006 2011 2005 ○ 
天草 竹花会 任意団体 2011 2010 2007  
板倉 水場の風景を守る会 任意団体 2011 2010 2005 ○ 

泉佐野 大木まちづくり協議会 
協議会・ 
連絡会 2013 2014 2005  

有田川 - 地縁組織 2013 2014 2010  
※保存計画,自治体または組織のHP,各種メディア等で組織名が公開されている組織のみ記載 

 
表－5 保存計画策定時に設立予定だったが未設立の活動組織 

類型 市
町 

保存計画に記載された 
設立予定組織 役割を代替する組織 主な未設立理由 

A 
保全
取組
型 

奥
出
雲 

文化的景観愛護団体(仮) 各自治会 
自治会が担い手となった。
計画記載により住民に義
務感を与えたくない。 

高
島 

まちづくり連絡協議会 
海津･西浜・知内地域文化
的景観まちづくり協議会 

同等の機能を有する組
織が設立された。 

長
崎 

外海の石積み集落景観地域
保存・整備・活用協議会(仮) 

外海地区まちづくり協議
会，各自治会 

各自治会や既存組織が
機能を担っている。 

外海石継ぎ保存会(仮) - （不明） 
B 

地域支
援型 

山
都 

通潤台地を守る会(仮) 白糸第一自治振興会 
文景保存のための統合組
織を予定したが，既存組織
がその役割を担った。 

C 
新規
取組
型 

板
倉 

住民組織(板倉町民俗文化伝承
士等の住民による) 

- （不明） 

｢水塚｣所有者の会(仮) 水場の風景を守る会 選定後に当初想定と異な
る新組織が役割を担った。 

日
南 

｢酒谷の坂元棚田｣ 
文化的景観保存会(仮) 坂元棚田保存会 

文景保存のための統合組
織を予定したが，既存組織
がその役割を担った。 
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少ない補助メニューであることを考えると，必ずしも高い割合と

は言いにくい。また各自治体の独自補助ほか関連他省庁の補助を

活用した支援も一部で行われているが，A，B群の自治体のみの実

施であり，これには選定以前からの各種取り組みが継続実施され

ていることが影響していると考えられる。 
事業費支援以外では，A,B 群の自治体の組織は活動方針・体制

作りに関する支援がC群に比べて多い。C群は自治体として過去

の地域づくり支援の実績に乏しいことや，(3)に示したように選定

に向けた取り組み開始後に設立された組織の割合が高いこともあ

り，選定に伴い新設された組織への運営支援が十分にできていな

いと考えられる。さらにB群の自治体は，主に地域外の組織と地

縁組織との関係構築支援に他類型より多く取り組んでいる。景観

保全以外の活動に取り組む既存まちづくり組織と地域との連携を

模索する事例が調査で確認できるなど，自治体としての過去の景

観保全等の実績が乏しいなかで，保存体制の充実を図るために，

地域の既存組織に無い特徴を有する組織との連携を図っているこ

とが推測される。一方，C群の自治体は情報発信支援と活動場所・

道具の貸与が多く，その割合は他類型と比較しても高い。初動期

の活動支援が中心となっており，活動方針の明確化や，組織間連

携などを検討する段階に至っていないことが想定される。これは

地域での保全活用に係わる組織が未成熟であることや，自治体と

しても支援実績が乏しいことも要因として考えられる。 
そして全体の 21.1%にあたる 19 組織には支援が実施されてお

らず，類型差もない。現在のところ特段の支援が必要でないこと

も想定されるが，19組織のうち14組織は選定後間もないため(選
定後2ヶ年度以内)，まだ具体的な支援が実施されていないことが

要因として考えられる。しかし組織の特性に応じながら選定後速

やかに事業費支援ほかの活動支援が行えるよう，選定に向けた取

り組み段階からの活動支援方策が必要と考えられる。 
 
５．まとめ 

重要文化的景観選定地区を有する自治体の約半数は，保存計画

策定前からの景観保全や自然環境保全などの自治体としての取組

実績があった。一方で，その他自治体は地域活性化やまちづくり

支援実績はあるが景観保全等の実績は無い自治体と，これらの地

域づくりの実績がほとんど無い自治体が同程度存在し，選定に至

っている。そして多くの自治体は生活や生業と深く関わる文化的

景観の特性から必要となる住民組織を中心とした地域における保 
 

 
図－11 保全活用に係わる組織への支援内容(複数回答，組織別) 

存体制構築に難しさを感じている。さらに過去の地域づくりの実

績が乏しい自治体の一部は，選定後に予定する事業実施の担い手

確保に苦慮している実態も明らかになった。 
文化的景観保存計画への記載が必須となる保存体制の内容分析

からは，39地区の保存体制の項目に記載された164組織を特定で

きた。しかし，そのうち選定後に活動実施が確認されている組織

は半数以下であり，保存体制の多くは，計画段階のままの形では

機能していないことが明らかになった。一方で，地縁組織以外の

新組織が選定後に設立され，保存活動に従事する事例も複数地区

で確認でき，選定後に地域での文化的景観保存に係わる活動が多

方面に拡がる中で，既存の地域住民組織だけでは対応が不十分で

あった部分の役割を担っている。特に自治体としての過去の保全

活動の実績に乏しい場合には，選定地区での既存組織の活動も十

分ではないことが多く，計画策定開始後に新組織が保存体制の一

部を担う傾向にある。これら新組織の体制づくりへの支援や，選

定後の活動進展の状況に応じた既存の住民活動組織との連携促進

も重要となる。 
組織の活動内容に関しては，自治体は景観保全のための維持管

理，地域資源の活用などを保存体制検討時に活動組織に期待し，

選定後実際にその活動成果を認識している。一方，同様に期待し

た生業の継承や後継者育成は，文化的景観保存の重要課題ではあ

るものの，まだ十分な成果が現れていない。文化財選定による直

接的な効果はあまりみられないものの，文化的景観の価値を活か

しながら 6 次産業化やツーリズムなどの方策を連動させ，地域産

業の振興に繋げていくことが今後の課題になると考えられる。 
そして活動組織への支援に関しては，過去の地域づくりの実績

に乏しい自治体では，体制構築や組織間連携への支援ができてお

らず，情報発信等への支援が中心であり，活動組織の成熟度はあ

まり高くない状況にある。文化庁補助を活用した事業費支援の実

施が決して多くない状況も，活動方針や体制が整っていないこと

で，事業実施が具体化しないことが原因とも想定される。そのた

め，保存計画書においては，保存体制の記載に加えて，選定後の具

体的な事業計画とその実施体制も記載するように定め，重要文化

的景観選定にあたって国がその実効性を確認すること，また選定

前からの組織の活動支援の方策を講じることも必要と考えられる。 
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